北海道学校給食用牛乳供給推進事業業務方法書
                                                                                 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成30年4月1日一般社団法人北海道乳業協会
第１　趣旨

　　　生乳は、毎日生産され日持ちしないことに加え、天候等の外的要因で需要が変動しやすい

という特性を有するため、生産が過剰となれば生乳の廃棄や牛の淘汰をせざるを得ない。
また、生乳の生産が乳牛の生理活動に基づく以上、一旦落ちた生産量を短期間で回復させ

ることは困難であることから、需給のバランスが崩れやすく安定させることが難しい。

　　　生乳需給の安定を図るためには、需要の変動が大きい牛乳について、一定の安定した需要先の確保を図ることが重要であり、学校給食への安全で品質の高い国内産の牛乳の計画的かつ効率的な供給を推進する必要がある。
また、少子化の進行に伴い、児童・生徒数の減少が見込まれることや学校給食の場にお

いて多様な乳製品を求める声が高まっていることを踏まえ、学校給食への乳製品の供給を推進する必要がある。
　　　このため、一般社団法人北海道乳業協会は、学校給食用牛乳の計画的かつ効率的な供給、

牛乳・乳製品の利用拡大を推進する第4の事業について、学校給食用牛乳供給推進事業実施要綱（平成26年3月24日付け25生畜第2104号農林水産事務次官依命通知）及び学校給食用牛乳供給推進事業実施要領（平成26年3月24日付け25生畜第2105号農林水産省生産局長通知）に定められているところにより補助することとし、こうした様々な取組を通じ、北海道の酪農の健全な発達を図るとともに、幼児、児童及び生徒の体位・体力の向上に資する。
第２　対象となる学校給食の範囲

　　　本事業の対象となる学校給食は、学校給食用牛乳供給対策要綱（昭和39年8月31日付け文体給第265号、39畜Ａ第5421号文部事務次官、農林事務次官依命通知。以下「対策要綱」という。）第２に掲げられているものとする。
第３　補助対象者
　　　この事業の補助対象者は、供給事業者、北海道知事が認める場合にあっては学校給食用牛乳供給対策要領（平成15年9月30日付け15生畜第2865号農林水産省生産局長通知。以下「対策要領」という。）第4の3の機関とし、事業ごとの補助対象者は第4の定めによるものとする。
第４　事業内容

　　　この事業の内容及び補助の基準は、次に掲げるものとする。
なお、補助対象経費及び補助率等は、別表に掲げるとおりとする。

　　　また、1の（1）及び（3）の事業は、対策要領第2に定めるところにより、北海道知事が学校給食用牛乳の供給価格及び供給事業者を決定する学校の設置者のみを対象として実施することとする。
１　事業の内容　
（１）学校給食用牛乳安定需要確保対策事業
ア　学校給食用牛乳の安定的な需要を確保するとともに、保護者負担額の軽減を図るため、学校給食用牛乳の供給において、不利な供給条件に基づき掛増しとなる経費相当額の一部（以下「補助額」という。）について、供給数量に応じて供給事業者（北海道知事が認める場合にあっては対策要領第4の3の機関）に交付するものとする。
イ　200㏄当たりの補助額は、対策要領第2の1の区域ごとに、次の式により決定するものとする。
補助額 ＝ （供給価格－生乳価格）－ 基準価格
注 1）供給価格とは、対策要領第2の3の（3）で決定した200㏄当たりの供給価格をいう。
２）生乳価格とは、供給価格のうち、原料となる生乳の価格をいう。

３）基準価格とは、対策要領第2の3の（3）で決定した供給価格から生乳価格を差し引いた価格を当該年度の供給見込数量で加重平均した200㏄当たりの全国平均価格に一定額を加えた額とする。
４）注3の一定額とは、対策要領第2の3の（3）で決定した当該年度の全国区域の200㏄当たりの供給価格から生乳価格を差し引いた価格の標準偏差を算出し、これに0.6を乗じて得た額とする。

ウ　アの北海道知事が認める機関の要件は、次のとおりとする。
（ア）北海道内において、給食費からの牛乳代金の徴収、供給事業者へ
の支払等の精算事務を一元的に取り扱うこと。
（イ）イの補助額を基礎とし、供給数量に応じ、掛増し経費の軽減を確実
に行うこと。

（２）高付加価値牛乳地域利用推進事業
高付加価値牛乳の利用拡大を図るため、地方自治体が相応の負担（国と同額程度）をし、かつ、飲用習慣の定着につながる取組を実施する学校において、新たに学校給食に供給される低温殺菌牛乳を対象として、供給数量に応じて供給事業者等に奨励金を交付するものとする。

ただし、奨励金の交付期間は同一校につき、最大３か年度とする。
（３）学校給食用牛乳新規利用推進事業
学校給食用牛乳の消費拡大を図るため、供給数量に応じて供給事業者等に、平成30年度において、学校給食用牛乳の利用を新たに開始した小・中学校等に供給される飲用牛乳を対象として交付するのに要する経費。
ただし、奨励金の交付期間は、学校給食用牛乳の供給を開始した年度に限る。
２　補助の基準
（１）学校給食用牛乳の定義
国内産の牛乳（乳及び乳製品の成分規格等に関する省令（昭和26年厚生省令第52号。以下「厚生省令」という。）第2条第3項に規定する牛乳をいう。）であって、次の用に供されるものをいう。
ただし、1の（1）及び（3）の事業については、各学校における年間供給日数の１割程度を上限（北海道知事が北海道の酪農振興上、特に必要と認める場合を除く。）として、国産100％の乳原料を主原料とした厚生省令第２条に規定する成分調整牛乳、加工乳、乳飲料又は発酵乳を対象とすることができる。
ア　飲用
イ　調理用（調理施設を有する学校又は学校給食共同調理施設（以下「給食センター」という。）において、学校給食として調理するために直接使用するものをいう。）
ウ　品質及び衛生検査のための試料用
エ　学校給食のための講習会用
オ　学校給食における普及のための試食会用
　　　　　　注１）ウ～オについては、その使用量が合理的に必要とされる範囲内でなければならず、また、これらの行事記録等を当該学校又は給食センターにおいて明らかにしておくこと。
２）予備（輸送中の破損を考慮した分等）の牛乳等については、補助の対象外とする。
（２）供給対象者
ア　義務教育に係る学校、夜間課程を置く高等学校の夜間課程、特別支援学校の幼稚部及び高等部の幼児、児童及び生徒
イ　アに掲げる学校（高等学校にあっては夜間課程に限る。）の教職員、教育実習生及び給食センターの職員。
ただし、これらの者に対する飲用及び調理用は、幼児、児童及び生徒の給食実施日に限る。
（３）供給対象日
ア　授業日
イ　夏期休暇等の長期休暇中であって、全校の児童、生徒が登校する日
ウ　全校の児童、生徒又は学年単位の児童、生徒が参加する林間学校等（国又は地方公共団体が設置した施設を利用して、複数の学校が林間学校、臨海学校、移動教室等の名称で実施する学校行事をいう。以下同じ。）の開設日
注）全寮制の学校の休祭日は、（3）のア～ウに該当しない。
（４）年間の供給日数
      　ア　学校の行事として林間学校等を開設し、その場で児童・生徒に牛乳等を供給した場合は、当該供給に係る日数を年間の供給日数に含めるものとする。
ただし、本校と林間学校等又は林間学校等間で同一日に重複して供給された日数は延べ日数とはしない。
     　 イ　調理用及び試食会用の学校給食用牛乳が供給された日数については、年間の供給日数に含めない。
（５）その他の事業要件
ア　高付加価値牛乳地域利用推進事業の対象となる低温殺菌牛乳
　　100℃未満で殺菌された牛乳であって、原則として北海道内で生産された生乳を原料とし、総合衛生管理製造過程（食品衛生法（昭和22年法律第233号）第13条第１項に規定する総合衛生管理製造過程をいう。）を経て製造又は加工することについての承認（以下「ＨＡＣＣＰ承認」という。）を受けている乳業工場、ないし衛生管理基準（施設・設備の衛生管理、事故発生時の対応等に関する基準をいう。）を整備し、定期的な外部監査を受けて、安定して安全で品質の高い牛乳の供給を行っている乳業工場で製造されたものとする。
３　事業実施期間
本事業の実施期間は、平成30年度とする。
第５　供給契約の締結

　　　対策要綱第６により決定された供給事業者並びに第4の1の（2）の奨励金の対象となる供給事業者等は、学校給食用の牛乳及び発酵乳等の供給に係る要件を明らかにした書面により、学校長、学校の設置者又は学校若しくは学校の設置者の委任を受けた北海道学校給食会等と供給契約を締結するものとし、供給事業者は、その契約書の写しを一般社団法人北海道乳業協会理事長（以下「理事長」という。）に提出するものとする。
第６　補助金に係る事項

　１　補助金の交付申請

　　　補助対象者は、補助金の交付を受けようとするときは、理事長が別に定める期日までに、別記様式第1号による学校給食用牛乳供給推進事業費補助金交付申請書を理事長に提出するものとする。
　２　交付決定の通知

　　　理事長は、前項の規定による申請書の提出があった場合は、審査の上、補助金を交付すべきと認めたときは、速やかに交付決定を行い、補助対象者に交付決定の通知を行うものとする。
　３　変更承認の申請

　　　補助対象者は、補助金の交付決定があった後において、次の各号のいずれかに該当するときは、別記様式第2号による学校給食用牛乳供給推進事業費補助金変更承認申請書を理事長に提出し、その承認を受けなければならない。
（１）事業を中止し、又は廃止しようとするとき。
（２）事業費の30％を超える増減があるとき。
（３）補助金の交付決定額の増加を伴う事業費の増があるとき。
４　概算払請求
（１）理事長は、この事業の円滑な実施を図るため必要があると認めた場合は補助金の全部又は一部について、概算払いをすることができる。

（２）補助対象者は、補助金の概算払請求をしようとする場合は、別記様式第3号の学校給食用牛乳供給推進事業費補助金概算払請求書を理事長に提出するものとする。

５　実績報告書の提出
補助対象者は、事業終了後、翌年度の4月5日までに別記様式第4号の学校給食用牛乳供給推進事業実績報告書を理事長に提出するものとする。　

　６　補助金の額の確定等

理事長は、前項の報告に基づき補助対象者に交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を超える補助金が交付されているときは、その超える部分の補助金の返還を命ずるものとする。

　７　交付決定の取消し等

理事長は、3の（1）の事業の中止若しくは廃止の申請があった場合又は次に掲げる場合には、2の交付決定の全部又は一部を取り消し、又は変更することができ、既に当該取消しに係る部分に対する補助金が交付されているときは、期限を付して当該補助金の全部又は一部の返還を命ずるものとする。
　（１）補助対象者が法令、本業務方法書に違反した場合

　（２）補助対象者が事業に関して、不正、事務手続きの遅延その他不適当な行為をした場合

　（３）交付の決定後生じた事情の変更等により、事業の全部又は一部を継続する必要がなくなった場合

８　北海道知事が認める場合にあっては対策要領第4の3の機関から補助額の交付を受ける供給事業者及び学校の設置者等は、理事長を対策要領第4の3の機関の長に読み替えて、1から5までに定める手続を行うものとする。　
第７　帳簿等の整理保管等

　１　帳簿の整理保管

　　　補助対象者は、この事業に係る補助金の経理及び内容を明らかにした書類、帳簿並びにこれに係る証拠書類を整理保管するものとし、その保存期間は、当該事業完了後5年間とする。
　２　牛乳受領確認証

　　　供給事業者と牛乳の受領者である学校等間においては、牛乳受領確認証の作成根拠となる書類等を整備し、確認証とともに、事業終了後5年間保管すること。
３　事業実施状況の聴取等

　　　理事長は、この業務方法書に定めるもののほか、必要に応じ、事業実施状況及び事業実績を調査し、又は報告を求めることができるものとする。

　４　その他

　　　理事長は、この業務方法書に定めるもののほか、事業の実施につき必要な事項を定めることができるものとする。

附　則

　この業務方法書は、平成30年４月１日から施行する。

別表

	事業の種類
	補助対象経費
	補助率

	１　学校給食用牛乳安定需要
確保対策事業
２　高付加価値牛乳地域利用
推進事業
３　学校給食用牛乳新規利用
推進事業

	　学校給食用牛乳の安定的な需要を確保するとともに、保護者負担額の軽減を図るため、学校給食用牛乳の供給において不利な供給条件に基づき掛増しとなる経費相当額の一部を供給数量に応じて供給事業者に交付するのに要する経費。

　高付加価値牛乳の利用拡大を図るため、地方自治体が相応の負担（国と同額程度）をし、かつ、飲用習慣の定着につながる取組を実施する学校において、新たに学校給食に供給される低温殺菌牛乳を対象として、供給数量に応じて供給事業者等に奨励金を交付するのに要する経費。

　ただし、奨励金の交付期間は同一校に付き最大３か年度とする。

　学校給食用牛乳等の消費拡大を図るため、供給数量に応じて供給事業者に、平成３０年度において、学校給食用牛乳の
利用を新たに開始した小・中学校等に供給される飲用牛乳を対象として奨励金を交付するのに要する経費。
　ただし、奨励金の交付期間は、学校給食用牛乳の供給を開始した年度に限る。

	定　額
１日１本（200cc）
当たり奨励金
2円以内
１日１本(200cc)
当たり奨励金
4.80円



注）4月から行われる取組についても、補助の対象とする。
別記様式第１号（第６第１項関係）

平成○○年度学校給食用牛乳供給推進事業費補助金交付申請書
年　月　日
一般社団法人北海道乳業協会理事長　様

住　　　　 所
団体名
代表者の役職及び氏名　  印

平成○○年度において、下記のとおり事業を実施したいので、学校給食用牛乳供給推進事業業務方法書第６第１項の規定に基づき、○○○円の交付を申請する。
記

１　事業の目的

２　事業の内容及び計画（又は実績）

　別紙１「平成○○年度学校給食用牛乳供給推進事業実施計画」及び別紙２「平成○○年度学校給食用牛乳供給計画（実績）日数の取りまとめ表」のとおり。

３　経費の配分及び負担区分

	区　　分
	事業に要する（又は要した）経費
（Ａ＋Ｂ）
	負担区分
	備考

	
	
	 補助金（A）
	その他（B）
	

	１　学校給食用牛乳安定需要確保対策事業

２　高付加価値牛乳地域利用推進事業

３　学校給食用牛乳新規利用推進事業


	円

	円

	円

	

	　計
	
	
	
	


注）　備考欄には仕入れに係る消費税等相当額について、これを減額した場合には「減額した金額」を、同税額がない場合には「該当なし」と、同税額が明らかでない場合には「含税額」とそれぞれ記入すること。
また、事業を委託して実施する場合は、備考欄に委託する理由、委託予定先、委託する業務の内容を記入するとともに、該当する事業費の上段にその委託費の額を（　）書きで記載すること。

４　事業完了予定年月日　　平成○○年○○月○○日

別紙様式第１号の別紙１

平成　　年度学校給食用牛乳供給推進事業実施計画
１　学校給食用牛乳安定需要確保対策事業

	供給業者名
	区域
	区域別入札決定供給価格
	ブロック別
生乳価格
	全国平均価格
	一定額
	基準価格
	事業の対象となる格差
	当該年度供給見込数量
	補助金額

	
	
	円／本
	円／本
	円／本
	円／本
	円／本
	円／本
	本
	円

	合　　計
	
	


注１)「区域」は、学校給食用牛乳供給対策要領（平成15年９月30日付け15生畜第2865号農林水産省生産局長通知）第２の１の区域をいう。

また、同一区域内にて、供給条件により複数の供給価格を定めている場合は、価格ごとに記入すること。
２）事業の対象となる格差が生じる区域について、記入すること。

３）区域ごとの補助金額は、小数点以下の端数を切り捨てること。

４）調理用を含めること。

２　高付加価値牛乳地域利用推進事業

	供給
事業者名
	供給学校数
	供給人数
	供給本数（200cc換算）
	補助金額
	備考

	
	校
	人
	本
	円
	

	合　計
	
	
	
	
	


　注１）供給事業者ごとに記入することとし、供給本数については、学校ごとに200cc換算して算出した供給本数（小数点以下の端数は切捨てとする。）の合計とする。
２）「供給人数」欄については、計画時には当該学校における当該年度当初の供給人数を記入し、実績時には９月時点の供給人数を記入すること。
３　学校給食用牛乳新規利用推進事業

	供給
事業者名
	供給
学校数
	供給人数
	供給本数
（200cc換算）
	補助
金額
	負担区分
	備考

	
	
	
	
	
	国庫
補助金
	その他（　）
	

	
	校
	人
	本
	円
	円
	円
	

	合　計
	
	
	
	
	
	
	


注１）供給事業者ごとに記入することとし、供給本数については、学校ごとに200cc換算して算出した供給本数（小数点以下の端数は切捨てとする。）の合計とする。
２）「供給人数」欄については、計画時には当該学校における当該年度当初の供給人数を記入し、実績時には９月時点の供給人数を記入すること。
３）調理用を含めないこと。

別記様式第１号の別紙２

平成○○年度学校給食用牛乳供給計画（実績）日数の取りまとめ表
	事業者名
	学校区分
	供給
学校数
	供給
対象人員
	年間供給計画（実績）本数
	本年度平均
供給計画

（実績）日数

	
	
	
	
	　
	全乳形態
	全乳形態
以外の

供給本数
	

	
	
	
	
	
	200ccによる供給本数
	250ccによる供給本数
	300ccによる供給本数
	（　）ccによる供給本数
	
	

	○○乳業
	　
	校
	人
	本
	本
	本
	本
	本
	本
	　

	
	小学校
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	

	
	中学校
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	

	
	夜間高校
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	

	
	特別支援学校
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	

	
	小計
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	

	○○乳業
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	

	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	

	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	

	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	

	
	小計
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	

	合計（　業者）
	小学校
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	

	
	中学校
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	

	
	夜間高校
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	

	
	特別支援学校
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	

	
	合計
	　
	　Ａ
	　Ｂ
	　
	　
	　
	　
	　
	　C=B/A


	14年度
供給日数(D)
	日
	＊１
	本年度
供給日数(C)
	日
	14年度供給日数との
比較(E)　　C/D*100
	％


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

注１）小計欄における学校数については、分校は１校とみなす。

２）小・中一貫校については、学校は小学校とするが、児童・生徒は小学生又は中学生のそれぞれに分類すること。

３）給食センターは学校数に含めない。

４）「供給対象人員」欄の人員は、計画時には当該学校における当該年度当初の供給人数を記入し、実績時には９月時点の供給人数を記入すること。

５）「学校区分」欄の「中学校」には、中等教育学校の前期課程及び義務教育学校の後期課程を含み、「夜間高校」には、中等教育学校の後期課程の夜間定時制課程を含む。

６）供給本数は、200cc換算しないこと。

７）調理用を含めないこと。

８）「本年度平均供給計画（実績）日数」欄は、総供給計画（実績）本数（調理用を除く）を総供給対象人員で除して得た数字を記入すること。なお、小数点以下の端数については、小数点第２位を切り上げ第１位まで記入すること。

９）全乳形態以外とは、「国産100％」の乳原料を主原料とした成分調整牛乳、加工乳、乳飲料又は発酵乳を指す。

10）＊１には、14年度と本年度の供給日数を比較し、＝、＞、＜の記号で記入すること。

11）高付加価値牛乳地域利用推進事業の対象となる学校分は除くこと。

12）平成14年度供給日数との比較（E）は、小数点第２位を四捨五入し第１位まで記入すること。

別記様式第２号（第６第３項関係）

平成○○年度学校給食用牛乳供給推進事業費補助金変更
（中止又は廃止）承認申請書

年　月　日
一般社団法人北海道乳業協会理事長　様

住　　　　 所
団体名
代表者の役職及び氏名　  印

　平成○○年○月○日付け○○第○○号をもって補助金の交付決定通知のあった事業について、下記のとおり変更（中止又は廃止）したいので、学校給食用牛乳供給推進事業業務方法書第６第３項の規定に基づき申請する。
記

注）記の記載様式は、別記様式第１号の記の様式に準ずるものとする。

また、この場合において、同様式中「事業の目的」を「変更（中止又は廃止）の理由」と書き換え、補助金の交付決定により通知された事業の内容・経費の配分と変更後（中止の場合は中止後、廃止の場合は廃止後）の事業の内容・経費の配分とを容易に比較対照できるよう、変更部分を二段書とし、変更（中止又は廃止）前を括弧書で上段に記載すること。

なお、添付書類については、交付申請書に添付したもののうち、変更があったものに限り添付すること（申請時以降変更のない場合は省略できる）。

別記様式第３号（第６第４項（２）関係）

平成○○年度学校給食用牛乳供給推進事業費補助金概算払請求書

年　月　日
一般社団法人北海道乳業協会理事長　様

住　　　　 所
団体名
代表者の役職及び氏名　  印

　平成○○年○月○日付け○○第○○号をもって補助金の交付決定通知のあった事業について、学校給食用牛乳供給推進事業業務方法書第６第４項の（２）規定に基づき、平成○○年○○月末日現在における遂行状況を下記のとおり報告する。
また、併せて金○○○円を概算払によって交付されたく請求する。

記

平成○○年○月○日現在

	区分
	補助事業に要する経費
	国庫補助金
(Ａ)
	既受領額
(Ｂ)
	遂行状況報告
	今回請求額
(Ｃ)
	残額
(Ａ)－((Ｂ)＋(Ｃ))
	事業完了予定年月日
	備考

	
	
	
	金額
	出来高
	平成○年〇月末日の出来高
	金額
	○月○日までの予定出来高
	金額
	○月○日までの予定出来高
	
	

	
	円
	円
	円
	％
	％
	円
	％
	円
	％
	
	

	　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


注１）区分の欄は、別表の事業の区分の欄の事業について記載すること。
　２）金額の欄は、事業の出来高を換算した額を記載すること。

別記様式第４号（第６第５項関係）
平成○○年度学校給食用牛乳供給推進事業実績報告書

年　月　日
一般社団法人北海道乳業協会理事長　様

住　　　　 所
団体名
代表者の役職及び氏名　  印

　平成○○年○月○日付け○○第○○号をもって補助金の交付決定通知のあった事業について、交付決定通知の内容に従い実施したので、学校給食用牛乳供給推進事業業務方法書第６第５項の規定に基づき、下記のとおり実績を報告する。
　また、精算額として学校給食用牛乳供給推進事業費補助金○○○円の交付を併せて請求する。

記

注１）記の記載様式は、別記様式第１号に準ずるものとする。

　　　２）軽微な変更があった場合においては、容易に比較対照できるように変更部分を二段書とし、変更前を括弧書で上段に記載すること。

３）添付書類については、支払経費ごとの内訳を記載した資料又は帳簿の写しのいずれかを添付すること。

なお、経費以外のものについては、補助金交付申請書又は変更等承認

申請書に添付したもののうち、変更があったものに限り添付すること（経費以外のものについては、申請時以降変更のない場合は省略できる）。
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